
別添地方２Ｂ

法令 手続
種別 年号 年 番号 条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

1
会員から不服の申出があった場合の報告
徴求命令

労働金庫法
1 3 28 227 92 2 3 実施方策検討 実施方策検討 0

厚生労働省と共管
具体的手法について検討が必要

2
労働金庫に対する業務停止命令、業務改
善命令

労働金庫法（銀行法準用）
1 3 28 227 94 1 3 実施方策検討 実施方策検討 0   

厚生労働省と共管
具体的手法について検討が必要

3
労働金庫に対する業務停止命令、理事・監
事の解任命令、事業の免許の取消し

労働金庫法
1 3 28 227 95 1 3 実施方策検討 実施方策検討 0  

厚生労働省と共管
具体的手法について検討が必要

4
労働金庫に対する事業の免許の取消し 労働金庫法

1 3 28 227 95 2 3 実施方策検討 実施方策検討 0
厚生労働省と共管
具体的手法について検討が必要

5
労働金庫に対する事業の免許の取消し処
分に係る聴聞を実施する場合の、聴聞の
期日及び場所の公示

労働金庫法
1 3 28 227 96 1 5 実施方策検討 実施方策検討 0

厚生労働省と共管
具体的手法について検討が必要

6 報告の求め 信用保証協会法 1 3 28 196 35 1 3 実施方策検討 実施方策検討 0
経済産業省と共管
具体的手法について検討が必要

7
業務又は財産の状況の報告徴求 農業信用保証保険法

1 3 36 204 55 3 実施方策検討 実施方策検討
農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

8
行政庁が指定農協の指定を行おうとする
場合の主務大臣に対する意見照会

農業協同組合法
1 3 22 132 10 25 6 実施方策検討 実施方策提示 0

農林水産省と共管

9
設立の認可があった日から９０日を経過し
ても設立の登記が行われない場合の当該
認可の取消

農業協同組合法
1 3 22 132 63 2 3 実施方策検討 実施方策検討 0

農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

10
組合等に対する報告徴求 農業協同組合法

1 3 22 132 93 1 3 実施方策検討 実施方策検討 0
農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

11
組合等の子会社に対する報告徴求 農業協同組合法

1 3 22 132 93 2 3 実施方策検討 実施方策検討 0
農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

12
貯金の受入れを行う組合に対する業務の
改善計画又は改善計画の変更の命令

農業協同組合法
1 3 22 132 94の2 1 3 実施方策検討 実施方策検討 0

農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

13
貯金の受入れを行う組合に対する業務の
全部又は一部の停止等の命令

農業協同組合法
1 3 22 132 94の2 2 3 実施方策検討 実施方策検討 0

農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

14
報告徴求、検査等により法令、規定等に違
反する事が認められた場合に必要な措置
を採るべき旨の命令

農業協同組合法
1 3 22 132 95 1 3 実施方策検討 実施方策検討 0

農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

15
法令、規定等の違反に対する措置命令に
従わない場合の、業務停止又は役員の改
選の命令

農業協同組合法
1 3 22 132 95 2 3 実施方策検討 実施方策検討 0

農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

16

信用事業規程等承認を要する規程に定め
た特に重要な事項の違反に対する措置命
令に従わなかった場合の、当該規程の承
認の取り消し

農業協同組合法

1 3 22 132 95 3 3 実施方策検討 実施方策検討 0

農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

17
組合等の解散命令 農業協同組合法

1 3 22 132 95の２ 3 実施方策検討 実施方策検討 0
農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

18

組合等の解散命令に際し、代表権者が欠
けている又は所在が不明なときに、命令の
通知に代えて官報に掲載しようとする場合
の県中央会又は全国中央会に対する意見
照会

農業協同組合法

1 3 22 132 95の4 3 実施方策検討 実施方策検討 0

農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

19
組合等と組合員の施設の専属利用契約が
公益に反すると認められる場合の当該契
約の取消し

農業協同組合法
1 3 22 132 97 3 実施方策検討 実施方策検討 0

農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

20
業務又は財産の状況の報告徴求 中小漁業融資保証法

1 3 27 346 65 3 実施方策検討 実施方策検討 0
農林水産省と共管
具体的手法について検討が必要

21
区域内に主たる事務所を有する不動産特
定共同事業者の名簿等の閲覧

不動産特定共同事業法
1 4 6 77 13 5 実施方策検討 実施方策検討 0

国土交通省と共管

手続数合計 21 0 1 0

1

備考手続名 根拠法令名
法令番号 根拠条項

１４年度 １５年度
手続の見直し

年度別条件整備
数
オンライン化条件整備数合計（計画期
間中）

　　（該当あり：１、該当なし：０）
整理
番号

地方公共団体が扱う申請･届出等以外の手続のオンライン化条件整備計画(法定受託事務）
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